
 

 

 

 

 

横浜市地球温暖化対策実行計画の改定について 
 
 
 
 
 
 
２ 計画改定素案公表後の経過と今後の予定 

 
１⽉７⽇（⽕） 素案公表 
１⽉１０⽇（⾦） 
〜２⽉１０⽇（⽉） 

パブリックコメント実施 
提出者数３３、意⾒件数１４８件（裏⾯参照） 

３⽉１７⽇（⽉） 常任委員会（報告） 
３⽉２０⽇（⽊） 計画公表（記者発表） 

 
３ 改定素案から確定までの主な変更点 
(1)温室効果ガス総量削減目標 

２０２０年度：２００５年度⽐▲１６.７％ → ▲１６％（▲16.2％） に修正 
（1990 年度⽐▲３％） 

２０３０年度：２００５年度⽐▲２４.５％ → ▲２４％（▲24.2％） に修正 
（1990 年度⽐▲12％） 

２０５０年度：２００５年度⽐▲８２.７％ → ▲８０％ に修正 
(2)個別の対策・施策の目標 

【住宅⽤太陽光発電】 
・２０２０年度に⼾建住宅の５％、集合住宅の５％に太陽光発電設備を導⼊ 

→⼾建住宅の１０％、集合住宅の１０％に太陽光発電設備を導⼊ に修正 
・２０３０年度に⼾建住宅の６％、集合住宅の６％に太陽光発電設備を導⼊ 

      →⼾建住宅の１５％、集合住宅の１５％に太陽光発電設備を導⼊ に修正 
 
【省エネ住宅】 
・２０２０年度に既存⼾建住宅の５０％、既存集合住宅の５０％が省エネ基準適合 

→既存⼾建住宅の３０％、既存集合住宅の３０％が省エネ基準適合 に修正 
・２０３０年度に既存⼾建住宅の６０％、既存集合住宅の６０％が省エネ基準適合 

→既存⼾建住宅の４０％、既存集合住宅の４０％が省エネ基準適合 に修正 
 
 

温暖化対策・環境創造・資源循環委員会

平 成 2 6 年 3 月 1 7 日

温 暖 化 対 策 統 括 本 部

１ 報告要旨 

横浜市地球温暖化対策実行計画について、改定素案に対するパブリックコメントを

踏まえ必要な修正を行い、平成２６年３月２０日（木）に公表します。 

《裏面あり》











































































































































































































































































 
 
【参考１】2020 年度削減目標の新旧比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考２】パブリックコメントの実施結果の概要 
 

 提出者数 ３３（団体３、個⼈３０） 
１ 提出⽅法 郵送１０、ＦＡＸ３、電⼦メール１６、持参４ 
 意⾒数 １４８件 
 

項⽬別意⾒数 

第１、２章 計画策定の背景・意義、計画の基本的事項
についての意⾒（エネルギーについての基本的認識、横浜
の将来像など） 

３２件

第３、４章 温室効果ガス排出量の現況、将来推計につい
ての意⾒ ６件

第５章 削減⽬標についての意⾒（⽬標値など） １１件
第６章 取組⽅針と対策・施策についての意⾒ 
（具体的な対策・施策の中⾝や⽬標値など） ８５件

第７章 計画の推進、進捗管理についての意⾒ ２件
その他計画全体についての意⾒ １２件

 
計画への反映状況 
ご意⾒の趣旨が既に素案に含まれているもの ２１件
ご意⾒の趣旨を反映し、素案を修正したもの ２２件
ご意⾒として、今後の参考とするもの １０３件
その他（ご意⾒の趣旨が計画の趣旨等と異なるもの） ２件

 

 

 
 

市域における実際の取組での 
削減分は、現⾏の▲1.2%を 
上回る⽔準を確保 
 
（吹き出しご参照） 



 
 
【参考３】パブリックコメントで寄せられた主な意見 
 

第１、２章 計画策定の背景・意義、計画の基本的事項 についての意⾒ 

温暖化やエネル

ギーに関する基

本認識等 

地球温暖化の元凶はＣＯ２の増加であると決めつける論調は疑問。 

原子力発電ゼロの立場に立った計画に見直すべき。 

原子力発電は、発電の際にＣＯ２を排出しないため、ＣＯ２排出量の低減

に有効であると考える。 

分散型エネルギーシステムの定義が不明確なので、定義を記載すべき。 

第３、４章 温室効果ガス排出量の現況、将来推計 についての意⾒ 
排出量の現状分

析 

温暖化対策が、ごみと資源や、緑の保全とも密接につながっていること

をもっとアピールしてほしい。 

第５章 削減⽬標 についての意⾒ 

温室効果ガス排

出削減目標 

2050 年という先の削減目標を小数点以下まで定めるのはナンセンス。 

温室効果ガス削減目標について、16.7％、24.5％、82.7％というように

中途半端に細かい数字が並んでおり、どうもピンとこない。 

削減目標が小数点まで出ているが、より市民に分かりやすくするには細

かすぎる。 

第６章 取組⽅針と対策・施策 についての意⾒ 

住宅用太陽光発

電の導入目標 

住宅用太陽光発電の普及目標をこれまでの計画と比べて下げすぎ。 

太陽光発電の導入目標は成り行きで達成できそうな平凡なものであり、

環境をリードする都市として物足りない。 

太陽光発電やＨＥＭＳの目標について、いくら実績が伴っていないから

といって、下げすぎ。これでは目標とは言えないのではないか。 

国、横浜市のエネルギーの現状を考えると、再生可能エネルギーをさら

に加速すべき。太陽光発電の導入目標を下げるのは、逆行した取組であ

り理解できない。 

住宅の省エネ化

の目標 

省エネ型の住宅の普及目標が過大と思われる。 

既存住宅を省エネ基準に適合させるには、インセンティブを大幅に充実

しない限り、目標達成は極めて困難。 

住宅の省エネ目標について、既存 50％ということは、２軒に１軒が断熱

化などをやるっていうこと。家の改修にはとてもお金がかかる。補助を

たくさんやってくれるなら別だが、そこまでやってくれるわけではない

のに２軒に１軒が省エネ住宅になるというのは無理ではないか。これで

は市民としてついていけない。 

《裏面あり》



 

 

第６章 取組⽅針と対策・施策 についての意⾒（続き） 

その他 

（緩和策） 

取組の成果が目に見える（例：ＨＥＭＳ、地域ごとの電力量公開）など、

納得し楽しく参加できるような仕組みを生活者の視点で作れたらいい。 

家庭の省エネの広報は震災直後に比べて少なくなっている。日にちや時

間を決めて広報活動（例：ごみ収集車で宣伝）を活発にしてはどうか。 

太陽光や太陽熱に対する市の補助金が徐々に削減されている。大規模に

全市民的に取り組む予算計上が必要。 

現状では再生可能エネルギーの普及率が低い。再生可能エネルギーがも

っと普及すれば、例えば太陽光パネル設置業務などの雇用につながる。 

県民や事業者にエコ環境税や樹林基金税等を課してはどうか。 

「再生可能エネルギー導入検討報告制度」の深堀りや、事業者へのエネ

ルギー供給情報提供の依頼などを行うにあたっては、事業者と十分に調

整し、事業者にとって過度な負担とならないよう、また民間の経済活動

の阻害とならないよう配慮すべき。 

低炭素まちづくりについて、みなとみらいのあり方を検討しているなら、

具体的に排出量をどう抑えていくのか、目標値をしっかり設定して頑張

るべき。将来像をしっかり持っていないと魅力的な場所にならない。 

低エネルギーの交通手段を促進することも重要だが、例えば自転車利用

を促進するにしても、自転車専用道路の整備、自転車の交通ルールの徹

底など、交通行政を見直す必要がある。 

水素は未利用エネルギーの定義に含まれないので、文言を整理すべき。 

都市部の緑地化などでヒートアイランド現象を軽減すべき。 

その他 

（適応策） 

気候変動への適応という、従来のＣＯ２削減だけではない新たな視点を取

り入れたことは評価できる。 

高齢者にとって、熱中症への対策はまさに死活問題。適応策について、

もっと具体的な対策、高齢者にもやさしい対策をお願いしたい。 

第７章 計画の推進、進捗管理 についての意⾒ 
 積極的な省エネ意識の啓発活動を推進する仕組みと体制を確立すべき。 

その他計画全般 についての意⾒ 
 家庭に対しどのような負担を求めるのか気になる。 

 脱温暖化条例（仮称）を制定することを盛り込むべき。 

 


